
注 1) 聞き取り調査（平成 26 年 4 月～平成 27 年 11 月）をもとに作成した。 

2) 「総作業面積」は、自作地面積（合計）×8（耕起・育苗・代掻・田植・防除・収穫・乾燥・調整の作業の

面積） ＋ 作業受託面積（合計） により算出した。 
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家族 4 4
常時雇用 0 0
臨時雇用 5 2

水稲 水稲 水稲 キュウリ ネギ 水稲 柑橘
所有地 1 1.5 0.7 0.2 0.2 1.2 5.75
借地 4.8 1.5 13 0 0 1.8 0.25
合計 5.8 3 13.7 0.2 0 3 6

4 140 1.2 0 0 67.23 0

50.4 164 110.8 - - 91.23 -

480 480 480 - - 390 -

6,000 2,000 8,000 - - 6,035 -
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表 1 調査農家の代表的な経営概況 
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［専門分野］作物             ［分類］研究 

［背景・ねらい］ 

近年、経営者の高齢化や後継者不在などで水田への作付を制限し、稲作部門の大きい経営

体に農地の貸し付けや田植・収穫などの作業委託を行う農家が増えています。今後、水田を

維持していくためには大規模稲作経営体のような農地の受け手の育成が不可欠となることか

ら、県内で大規模経営を行っている稲作農家の経営実態について調査しました。 

［研究の成果］ 

１.  県内１５戸の大規

模稲作経営を行う農家

を調査した結果、①水

稲専作で、作業受託面

積よりも借地面積が比

較的大きく、稲作粗収

益が大きい「借地重点

型」、②水稲専作で、

借地面積よりも作業受

託面積が比較的大き

く、作業受託収入額が

大きい「作業受託重点

型」、③野菜や果樹を

複合品目に導入しており、水稲部門では、作業受託面積よりも借地面積が比較的大きく、

稲作粗収益が大きい「複合＋借地型」、④野菜や果樹を複合品目に導入しており、水稲部

門では、借地面積よりも作業受託面積が比較的大きく、作業受託収入額が大きい「複合＋

作業受託型」の 4 タイプに分類できました（表 1）。 

２. いずれの農家も経営規模は、「借地」または「作業受託」によって拡大していました。 

３. 規模拡大にあたっては、①引き

受ける水田の条件、②畦畔管理や

水管理等の作業を誰が担うか、③

生産物の販売を誰が担うかによっ

て、その方法が変化する一方で、

そこで作業受託することとなった

農地についても、時間の経過とと

もにいずれ借地へと変化していく

プロセスが考えられました（図

1）。 図 1 規模拡大上の問題点からみた借地と作業受託の関係 



図 4 コンバインの作業面積と 10a あたり減価償却費 図 3 田植機の作業面積と 10a あたり減価償却費 

注 1) 「作業面積」は、それぞれ自作および作業受託における、耕起・代掻、田植、収穫の各作業面積の合計を指す。 

2) 「減価償却費」は、「2015/2016 農業機械・施設便覧」の機械価格を用いて試算した。 
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４. 総作業面積が増加すると、機械の装備数

は増加する傾向がみられました。これは、

水田の圃場整備が進んでおらず、大型機と

併せて、小・中型の機械も導入しなければ

ならないためと考えられます。また、トラ

クタ・田植機・コンバインの作業面積 10a

あたり減価償却費は、作業面積が大きくな

るにつれて低下したが、一定面積以上にな

るとほぼ横ばいとなりました。このことは、

規模拡大による機械のコスト低減には限界

があることを示唆しています（図 2～4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［成果のポイントと活用］ 

１. 水稲の経営規模を拡大するにあたっては、作業受託が効率的ですが、いずれは借地で

の規模拡大へと変遷することから、コストの削減や、販売収入の向上に積極的に取り

組むことが重要です。 

２. 機械コストは一定の作業面積で低減の限界に達することから、より大規模な経営を行

うには、作業の省力化・効率化等による労働コストの削減や、種もみの自家採種や疎

植栽培の導入による資材コストの低減、さらには直接販売等による販売単価の向上な

どに努めることが重要となります。 

［その他］ 
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図 2 トラクタの作業面積と 10a あたり減価償却費 


